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平成２９年５月２５日 

フコクしんらい生命保険株式会社 

 
平成２８年度決算のお知らせ 

 

フコクしんらい生命保険株式会社（本社：東京都新宿区西新宿８-１７-１、社長：櫻井 健司）の 

平成２８年度（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）決算をお知らせします。 

 

 

 

１．業績の状況＜個人保険分野（個人保険と個人年金保険の合計）＞ 

［契約高（保険金ベースの指標）］ 

新契約高は、マイナス金利の環境下で金融機関における販売が減少したことなどにより、前

年度比４９.６％の１，３３５億円となりました。一方、新契約高が解約・失効契約高などの

減少契約高を上回ったことから、保有契約高は前年度末比１０１.４％の２兆６，１７４億円

と堅調に増加しました。 

［年換算保険料（保険料ベースの指標）］ 

新契約年換算保険料は前年度比４１.７％の６６億円、保有契約年換算保険料は前年度末比

１００.９％の１,６９６億円となりました。 

 

２．損益の状況 

保険本業の期間収益を示す基礎利益は２５億円となりました。また、経常利益は３１億円、

当期純利益は１７億円となりました。 

 

３．ソルベンシー・マージン比率 

保険金等の支払能力の状況を示すソルベンシー・マージン比率は、平成２９年３月に増資

を行ったことなどにより、前年度末から２４４．３ポイント上昇し、９２１.３％となりまし

た。 

 

 

 

 

 

≪当社の格付≫ 保険金支払能力格付：Ａ＋ ［日本格付研究所(ＪＣＲ) 平成２９年５月１日現在］ 

主要業績の概況 



１．主要業績

（１）保有契約高、新契約高及び解約･失効契約高

①保有契約高
（単位：千件、億円、％）

前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比

個 人 保 険 215 112.3 10,991 109.0 225 104.5 11,260 102.4 

個 人 年 金 保 険 403 106.7 14,822 105.1 410 101.6 14,914 100.6 

619 108.6 25,814 106.7 635 102.6 26,174 101.4 

- - 3,705 84.6 - - 2,944 79.5 

（注）個人年金保険の金額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の

責任準備金を合計したものです。

②新契約高
（単位：千件、億円、％）

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

個 人 保 険 30 105.8 1,433 106.5 1,433 106.5 - - 

個 人 年 金 保 険 37 109.4 1,260 115.9 1,260 115.9 - - 

68 107.7 2,693 110.7 2,693 110.7 - - 

- - 47 961.7 47 961.7 - - 

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

個 人 保 険 17 56.6 781 54.5 781 54.5 - - 

個 人 年 金 保 険 17 45.9 554 44.0 554 44.0 - - 

34 50.7 1,335 49.6 1,335 49.6 - - 

- - 15 32.7 15 32.7 - - 

（注）個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。

③解約・失効契約高（個人保険＋個人年金保険）
（単位：億円、％）

前年度比 前年度比

746 101.1 655 87.8 

3.09  △ 0.15 2.54  △ 0.55 

（注）１．失効後復活契約を失効と相殺せずに算出しています。

２．解約・失効率の前年度比には増減ポイントを記載しています。

解 約 ・ 失 効 率

個人保険＋個人年金保険

団 体 保 険

区　　分
平成２７年度 平成２８年度

解 約 ・ 失 効 契 約 高

個人保険＋個人年金保険

団 体 保 険

平成２８年度

新契約＋転換による純増加 新契約 転換による純増加

件　数 金　額 金　額 金　額

個人保険＋個人年金保険

団 体 保 険

平成２７年度

新契約＋転換による純増加 新契約 転換による純増加

件　数 金　額 金　額 金　額

区　　分

平成２７年度末 平成２８年度末

件　数 金　額 件　数 金　額
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（２）年換算保険料                           　　　　　　　　　

①保有契約

（単位：百万円、％）

前年度末比 前年度末比

39,559 117.0 41,095 103.9 

128,581 103.7 128,510 99.9 

168,141 106.5 169,605 100.9 

うち医療保障・生前給付保障等 1,685 99.6 1,678 99.6 

②新契約
（単位：百万円、％）

前年度比 前年度比

6,920 118.3 2,854 41.2 

9,087 108.8 3,815 42.0 

16,008 112.7 6,669 41.7 

うち医療保障・生前給付保障等 93 95.3 86 92.9 

（注）１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの

　　保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障

　　給付（特定疾病給付等）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

（３）主要収支項目
（単位：百万円、％）

前年度比 前年度比

170,780 111.4 74,317 43.5 

25,117 98.5 25,267 100.6 

62,654 110.7 57,533 91.8 

20 80.5 12 63.9 

3,294 69.3 3,197 97.1 

422 87.4 419 99.1 

1,651 152.1 1,709 103.5 

（４）総資産
（単位：百万円、％）

前年度末比 前年度末比

1,870,142 107.3 1,925,579 103.0 

平成２８年度末

総 資 産

資 産 運 用 費 用

経 常 利 益

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

当 期 純 利 益

区　　分
平成２７年度末

区　　分
平成２７年度 平成２８年度

保 険 料 等 収 入

資 産 運 用 収 益

保 険 金 等 支 払 金

区　　分
平成２７年度 平成２８年度

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

合 計

区　　分
平成２７年度末 平成２８年度末

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

合 計
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２．平成２８年度末保障機能別保有契約高

(単位：千件、億円)　

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

218 11,144 - - 2,085 2,943 2,303 14,088 

20 720 398 1,252 35 13 455 1,986 

- - - - - - - - 

6 115 410 14,914 0 0 417 15,030 

38 2 0 0 36 0 75 2 

38 2 0 0 - - 38 2 

24 1 0 0 - - 24 1 

8 - 0 - 36 - 45 - 

46 - 0 - - - 46 - 

（注）１．団体保険の件数は被保険者数を表します。

２．生存保障欄の金額は、個人年金保険及び団体保険（年金特約）については、年金支払前契約の

　　年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものを表します。

３．入院保障欄の金額は入院給付日額を表します。

４．低解約返戻金型終身保険(無選択型)の災害死亡保障は普通死亡欄に計上しています。

個 人 保 険 個人年金保険 団 体 保 険 合 計

手 術 保 障

生 存 保 障

入
院
保
障

災 害 入 院

疾 病 入 院

その他の条件
付 入 院

障 害 保 障

死
亡
保
障

普 通 死 亡

災 害 死 亡

その他の条件
付 死 亡

項　　　目
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３．平成２８年度決算に基づく契約者配当金例示

　平成28年度決算に基づく当社の「5年ごと利差配当付終身保険」、「5年ごと利差配当付養老保険」およ

とおりです。

<例1> 5年ごと利差配当付終身保険の場合

30歳加入、60歳払込満了、男性、年払、保険金100万円

<例2> 5年ごと利差配当付養老保険の場合

30歳加入、30年満期、全期払込、男性、年払、保険金100万円

<例3> 3年ごと利差配当付災害死亡給付金付個人年金保険の場合

50歳加入、60歳年金開始、年金支払期間5年、一時払、保険料100万円

(注）1.経過年数とは平成29年4月1日から平成30年3月31日の間の契約応当日での経過を示します。

2.上記配当金は、責任準備金に各年度の利差益配当率を乗じた金額の合計となります。

3.平成28年度決算に基づく利差益配当率は以下のとおりです。

年　 払
半年払
月　 払

一時払

年　 払
半年払
月　 払

一時払

なお、契約者配当準備金は配当金として確定したものではなく、今後の運用実績等によって変動（増減）

し、お支払いできないこともあります。

　3年ごと利差配当付災害死亡給付金付個人年金保険

1.25%－予定利率

1.25%－予定利率
ただし予定利率が1.25%
より小さい場合はゼロ

　例示契約以外につきましても、上記の利差益配当率に基づき契約者配当準備金を積み立てています。

対象となる保険契約 利差益配当率

　5年ごと利差配当付終身保険
　5年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険
　5年ごと利差配当付特定疾病保障終身保険
　5年ごと利差配当付養老保険
　5年ごと利差配当付こども保険
　5年ごと利差配当付個人年金保険
　5年ごと利差配当付年金支払移行特約

1.65%－予定利率
ただし予定利率が
1.25%の場合はゼロ

1.40%－予定利率
ただし予定利率が1.40%
より小さい場合はゼロ

平成26年10月1日 0.80% 　3年 1,000,000円 0円

平成23年10月1日 1.20% 　6年 1,000,000円 0円

平成20年10月1日 1.50% 　9年 1,000,000円 0円

契約日 予定利率 経過年数 保険料 配当金

平成14年10月1日 1.65% 15年 　  31,436円 1,887円

平成9年10月1日 2.90% 20年 　  26,555円 0円

平成24年10月1日 1.65% 　5年 　  31,378円 321円

平成19年10月1日 1.65% 10年 　  31,378円 1,071円

契約日 予定利率 経過年数 保険料 配当金

平成14年10月1日 1.65% 15年 　  25,149円   　     1,463円

平成9年10月1日 2.90% 20年 　  18,351円 0円

平成24年10月1日 1.65% 　5年 　  24,731円 246円

平成19年10月1日 1.65% 10年 　  24,731円 818円

契約日 予定利率 経過年数 保険料 配当金

び「3年ごと利差配当付災害死亡給付金付個人年金保険」について契約者配当金を例示しますと以下の
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４．平成２８年度の一般勘定資産の運用状況
（１）平成２８年度の資産の運用状況

①運用環境

②運用方針

③運用実績の概況

平成２８年度のわが国経済は、日本銀行による大規模な金融緩和が継続する中、年度前半は力強さに欠

ける経済指標も多く、景気回復に向けた足取りは穏やかなものにとどまりました。年度後半は米国の新政

権に対する期待もあり、日経平均株価が上昇する局面もありましたが、景況感の改善には繋がらず、日本

経済は足踏み状態にとどまりました。 

国内株式については、日経平均株価は１６,７００円台での取引開始となりました。４月には日本銀行

の追加緩和に対する期待の高まりにより１７,６００円台まで上昇しましたが、決定会合の結果は現状維

持となり、株価は大幅に下落しました。その後、円安基調もあり株価は回復の兆しも見えたものの、６月

には英国の欧州連合離脱に関する国民投票結果により再び大きく下落し、１５,０００円を下回りました。

その後、経済対策への期待や米国株式市場の堅調な推移により株価は持ち直し、７月後半から１０月中旬

にかけては１６,０００円台での推移が中心となりました。１１月には米国トランプ新大統領の誕生を受

けて内外の株価が上昇し、１２月には１９,０００円を上回りました。１月以降は１９,０００円前後での

推移が続き、年度末は１８,９００円台で取引を終了しました。 

長期金利については、１０年国債利回りは▲０．０４％で取引を開始しました。市場のボラティリティ

低下が顕著であった４月から６月上旬まで長期金利は▲０．１５％～▲０．０５％のレンジ内での推移と

なりましたが、６月以降、英国の欧州連合離脱に対する警戒感が高まり、７月上旬には１０年国債利回り

が▲０．３０％まで低下しました。しかし、７月下旬の日本銀行の追加緩和が小規模にとどまったことで

債券は売られ、長期金利は８月に一時▲０．０２５％まで上昇しました。９月には日本銀行が「長短金利

操作付き量的・質的金融緩和」を導入し、長期金利は１１月中旬までマイナス圏での推移が中心となりま

した。その後は米国新大統領による政策への期待から日本国債も金利上昇基調となり、２月３日には１０

年国債利回りは０．１５％まで上昇しました。しかし同日中に日本銀行の指値オペが実施されたことでそ

の後の金利上昇は抑えられ、年度末は０．０６５％で取引を終了しました。 

円相場については、１ドル１１２円台で取引を開始しました。４月末に行われた日本銀行の決定会合に

て金融緩和政策が現状維持となり、円は一時１０５円台まで買い進まれたものの、政府高官の円高けん制

発言もあり、５月は緩やかな円安基調となりました。しかし、６月には英国の欧州連合離脱決定などを受

けて円は大きく買い進まれ、一時９９円台を記録しました。７月には経済対策への期待からリスクオンと

なり、１０７円台まで円安が進行したものの、その後の日本銀行の決定会合結果に対する反応などから円

高となり、８月には再び１００円を下回りました。その後は、トランプ新大統領の誕生や米国連邦準備制

度理事会による利上げなどを材料にドル高基調となり、１２月には１ドル１１８円台まで円安が進行しま

した。１月以降は１１０円～１１５円台のレンジ推移が中心となり、年度末は１ドル１１１円台で取引を

終えました。 

資金の性格に鑑み、安全性を基本としつつ、長期、安定的な収益を確保できる資産構築を目指し、国内

公社債への投資を軸とした運用方針としています。 

市場動向や販売商品の特性を考慮し、外貨建資産については投資を控えています。 

金融環境の変化に対応し、効率的運用を行うと同時に、資産の健全性向上を図ります。 

 

平成２８年度末の一般勘定資産（総資産）は、前年度末から５５４億円増加し、１兆９，２５５億円と

なりました。主な内訳は公社債の１兆８，２５３億円で、総資産構成比９４．８％であります。 

資産運用収益は、利息及び配当金等収入が２４５億円、収益全体では２５２億円となりました。一方、

資産運用費用は１２百万円となり、資産運用収支は２５２億円となりました。 

含み損益（時価と帳簿価額との差損益）は、１，９９３億円（内訳は国内公社債の１，９９０億円、株

式の１億円、その他の証券の１億円）となりました。 
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（２）資産の構成
（単位：百万円、％）

金　額 占　率 金　額 占　率

52,564 2.8 86,697 4.5 

- - - - 

- - - - 

- - - - 

- - - - 

- - - - 

1,804,290 96.5 1,825,869 94.8 

1,803,821 96.5 1,825,327 94.8 

201 0.0 260 0.0 

- - - - 

公 社 債 - - - - 

株 式 等 - - - - 

267 0.0 281 0.0 

3,375 0.2 3,386 0.2 

103 0.0 95 0.0 

- - - - 

9,807 0.5 9,529 0.5 

△  0 △  0.0 △  0 △  0.0 

1,870,142 100.0 1,925,579 100.0 

- - - - 

（３）資産の増減
（単位：百万円）

公 社 債

株 式 等

株 式

区　　　分
平成２７年度末 平成２８年度末

現 預 金 ･ ｺ ー ﾙ ﾛ ー ﾝ

買 現 先 勘 定

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

平成２８年度

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

区　　　分 平成２７年度

現 預 金 ･ ｺ ー ﾙ ﾛ ー ﾝ 225 34,133 

買 現 先 勘 定 - - 

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 - - 

買 入 金 銭 債 権 - - 

商 品 有 価 証 券 - - 

金 銭 の 信 託 - - 

有 価 証 券 126,849 21,578 

公 社 債 126,882 21,506 

株 式  △  13 58 

外 国 証 券 - - 

- - 

- - 

そ の 他 の 証 券  △  19 13 

貸 付 金  △  17 11 

不 動 産 12  △  8 

繰 延 税 金 資 産  △  510 - 

そ の 他 362  △  278 

う ち 外 貨 建 資 産 - - 

貸 倒 引 当 金  △  0 0 

合 計 126,921 55,436 
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（４）資産運用関係収益
（単位：百万円）

平成２７年度 平成２８年度

24,226 24,563 

預 貯 金 利 息 - - 

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 24,106 24,442 

貸 付 金 利 息 120 120 

不 動 産 賃 貸 料 - - 

そ の 他 利 息 配 当 金 0 0 

- - 

- - 

- - 

890 704 

国 債 等 債 券 売 却 益 890 704 

株 式 等 売 却 益 - - 

外 国 証 券 売 却 益 - - 

そ の 他 - - 

- - 

- - 

- - 

- - 

- - 

25,117 25,267 

（５）資産運用関係費用
（単位：百万円）

平成２７年度 平成２８年度

9 4 

- - 

- - 

- - 

- - 

国 債 等 債 券 売 却 損 - - 

株 式 等 売 却 損 - - 

外 国 証 券 売 却 損 - - 

そ の 他 - - 

- - 

国 債 等 債 券 評 価 損 - - 

株 式 等 評 価 損 - - 

外 国 証 券 評 価 損 - - 

そ の 他 - - 

- - 

- - 

- - 

0 0 

- - 

- - 

10 7 

20 12 

為 替 差 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費

そ の 他 運 用 費 用

合 計

貸 付 金 償 却

区　　　分

支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 運 用 損

金 銭 の 信 託 運 用 損

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 償 還 損

金 融 派 生 商 品 費 用

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

為 替 差 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 運 用 収 益

合 計

区　　　分

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

商 品 有 価 証 券 運 用 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

有 価 証 券 売 却 益
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（６）資産運用関係収支
（単位：百万円）

平成２７年度 平成２８年度

25,097 25,255 

（７）資産運用に係わる諸効率

①資産別運用利回り
（単位：％）

平成２７年度 平成２８年度

- - 

- - 

- - 

- - 

- - 

- - 

1.45 1.39 

1.45 1.39 

4.32 4.25 

- - 

3.57 3.59 

- - 

1.40 1.34 

- - 

（注）１．利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、

　　資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。

２．海外投融資とは、外貨建資産と円貨建資産の合計です。

②売買目的有価証券の評価損益

該当ありません。

区　　　分

資産運用関係収支

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

う ち 公 社 債

区　　　分

現 預 金 ･ ｺ ー ﾙ ﾛ ー ﾝ

買 現 先 勘 定

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

不 動 産

一 般 勘 定 計

う ち 海 外 投 融 資

う ち 株 式

う ち 外 国 証 券

貸 付 金

8 フコクしんらい生命保険株式会社



③有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

469,206 585,663 116,456 116,456 - 470,416 566,805 96,389 96,426 36

1,031,585 1,139,121 107,536 107,589 53 1,059,230 1,147,702 88,471 89,314 843

- - - - - - - - - -

284,963 303,498 18,535 18,535 0 281,709 296,222 14,512 14,725 212

284,714 303,029 18,314 18,315 0 281,460 295,680 14,220 14,432 212

93 201 108 108 - 93 260 167 167 -

- - - - - - - - - -

公 社 債 - - - - - - - - - -

株 式 等 - - - - - - - - - -

156 267 111 111 - 156 281 125 125 -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

1,785,755 2,028,283 242,528 242,581 53 1,811,356 2,010,730 199,373 200,466 1,092

1,785,506 2,027,814 242,307 242,361 53 1,811,107 2,010,188 199,081 200,173 1,092

93 201 108 108 - 93 260 167 167 -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

156 267 111 111 - 156 281 125 125 -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

（注）本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。
（単位：百万円）

④金銭の信託の時価情報

該当ありません。

そ の 他 - - 

合 計 - - 

非 上 場 外 国 株 式 （ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ） - - 

非 上 場 外 国 債 券 - - 

そ の 他 有 価 証 券 - - 

非 上 場 国 内 株 式 （ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ） - - 

責 任 準 備 金 対 応 債 券 - - 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 - - 

非 上 場 外 国 債 券 - - 

そ の 他 - - 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 - - 

外 国 証 券

公 社 債

株 式 等

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

区　　分 平成２７年度末 平成２８年度末

株 式

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

合 計

公 社 債

区　　分

平成２７年度末 平成２８年度末

帳簿価額 時価
差損益

帳簿価額 時価
差損益
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５．貸借対照表
（単位：百万円）

平成２７年度末 平成２８年度末 平成２７年度末 平成２８年度末
（平成２８年３月３１日現在) （平成２９年３月３１日現在） （平成２８年３月３１日現在）（平成２９年３月３１日現在）

金額 金額 金額 金額

52,564 86,697 1,806,177 1,834,929 

0 0 2,284 2,690 

52,564 86,697 1,803,241 1,831,640 

1,804,290 1,825,869 650 598 

917,442 896,478 480 98 

410,729 405,321 12 17 

475,648 523,527 2,375 1,402 

201 260 203 273 

267 281 81 158 

3,375 3,386 1,150 680 

3,375 3,386 15 15 

207 179 722 231 

103 95 26 27 

103 83 175 16 

3,258 3,428 2 1 

710 437 9,000 9,363 

658 210 9,000 9,363 

1,888 2,779 1,837 693 

2 4 1,819,886 1,846,506 

0 0 

6,442 6,012 20,499 35,499 

1,759 1,332 10,499 25,499 

143 161 10,499 25,499 

4,238 4,239 5,875 7,585 

252 274 5,875 7,585 

47 4 繰越利益剰余金 5,875 7,585 

△ 0 △ 0 36,875 68,584 

13,380 10,487 

13,380 10,487 

50,255 79,072 

1,870,142 1,925,579 1,870,142 1,925,579 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

仮 払 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

未 収 収 益

預 託 金

再 保 険 貸 （純資産の部）

そ の 他 資 産 資 本 金

資 本 剰 余 金未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア 特別法上の準備金

リ ー ス 資 産 価格変動準備金

負債の部合計

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

代 理 店 貸

繰 延 税 金 負 債

建 物 資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 仮 受 金

無 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

貸 付 金 未 払 費 用

保 険 約 款 貸 付 預 り 金

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

社 債 そ の 他 負 債

株 式 未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 証 券 未 払 金

有 価 証 券 契約者配当準備金

国 債 代 理 店 借

地 方 債 再 保 険 借

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

現 金 支 払 備 金

預 貯 金 責 任 準 備 金

年　度 年　度

科　目 科　目
（資産の部） （負債の部）
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６．損益計算書
（単位：百万円）

平成２７年度 平成２８年度

平成２７年４月　１日から 平成２８年４月　１日から

平成２８年３月３１日まで 平成２９年３月３１日まで

科　目 金額 金額

196,692 100,209 

170,780 74,317 

170,665 74,254 

115 63 

25,117 25,267 

24,226 24,563 

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 24,106 24,442 

貸 付 金 利 息 120 120 

そ の 他 利 息 配 当 金 0 0 

890 704 

794 624 

43 18 

727 583 

23 22 

193,398 97,012 

62,654 57,533 

4,692 5,281 

1,154 1,330 

10,656 12,104 

45,907 38,545 

76 97 

166 172 

117,760 28,804 

88 405 

117,672 28,398 

0 0 

20 12 

9 4 

0 0 

10 7 

10,307 8,505 

2,655 2,155 

459 471 

1,309 883 

885 798 

0 1 

0 0 

3,294 3,197 

357 364 

0 1 

357 362 

357 362 

422 419 

2,514 2,414 

886 717 

 △  24  △  13 

862 704 

1,651 1,709 

保 険 金 据 置 受 入 金

年　度

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

支 払 備 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

そ の 他 経 常 費 用

責 任 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

固 定 資 産 等 処 分 損

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税
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（貸借対照表の注記） 

 

１．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定

額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（平成 12年 11月 16日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21号）

に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その

他有価証券のうち時価のあるものについては 3 月末日の市場価格等に基づく時価法

（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

については、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）につい

ては移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均

法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全

部純資産直入法により処理しております。 

 

２．有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。なお、リース資産の

残高はありません。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物（平成 28年 3月 31日以前に取得した附属設備、構築物を除

く）については定額法）を採用しております。 

なお、有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、3

年間で均等償却を行っております。 

 

３．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、個別に債務者の支払

能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。すべての債権は、資産の

自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて引当を行っております。 

 

４．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給

額を退職給付債務として計上しております。 

 

５．価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

６．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係

る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計

上し 5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理

しております。 

 

７．責任準備金は、保険業法第 116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金につい

ては次の方式により計算しております。 

(1) 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵

省告示第 48号） 

(2) 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 
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８．無形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

(1) ソフトウェア 

利用可能期間に基づく定額法によっております。 

(2) リース資産 

リース期間に基づく定額法によっております。 

 

９．個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）

に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保

有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上

及び監査上の取扱い」（平成 12年 11月 16日 日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第 21号）に基づき、責任準備金対応債券に区分しております。 

 

10．法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第 32号 平成 28年 6月 17日）を当事業年度に適用し、

平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定

率法から定額法に変更しております。 

  この変更による当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益への影響はありません。 

 

11． 保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、

生命保険事業の公共性や社会性を考慮して、流動性を確保しつつ安全かつ有利を基本

原則としております。この方針に基づき具体的には、長期、安定的な収益を確保でき

る資産構築を目指し、国債等債券を中心とした有価証券に投資しております。なお、

主な金融商品である有価証券は、市場リスク及び信用リスクに晒されております。資

産運用リスクの管理にあたっては、資産運用リスク管理委員会が市場リスクや信用リ

スク等の状況を定期的に把握・管理しながら、資産運用部門への牽制機能を働かせる

ことにより、基本原則を逸脱する過度なリスクを排除し、資産の安全性を確保してお

ります。主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

  貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金 86,697 86,697 ― 

 有価証券として取扱わない現金及び

預貯金 

86,697 86,697 ― 

有価証券 1,825,869 2,010,730 184,860 

 満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

470,416 

1,059,230 

296,222 

566,805 

1,147,702 

296,222 

96,389 

88,471 

― 

貸付金 3,386 3,386 △ 0 

 保険約款貸付 3,386 3,386 △ 0 

(1) 現金及び預貯金（「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号）に基づく

有価証券として取扱うものを除く） 
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現金及び預貯金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。 

(2) 有価証券（預貯金のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）

に基づく有価証券として取扱うものを含む） 

・市場価格のある有価証券 

 3月末日の市場価格等によっております。 

・市場価格のない有価証券 

主に情報ベンダー、取引先金融機関から提示された価格等、合理的に算定され

た価格によっております。 

(3) 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期

限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似

しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額

前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

 

12．貸付金のうち、破綻先債権額は 9 百万円であります。なお、延滞債権額、3 ヵ月以上

延滞債権額及び貸付条件緩和債権額はありません。 

  破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上し

なかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。）のうち、法人税法施行令（昭和 40

年政令第 97号）第 96条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に

規定する事由が生じている貸付金であります。 

 

13．有形固定資産の減価償却累計額は 233百万円であります。 

 

14．関係会社に対する金銭債権の総額は 4百万円、金銭債務の総額は 110百万円でありま

す。 

 

15． 繰延税金資産の総額は3,454百万円、繰延税金負債の総額は4,040百万円であります。

繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は 107百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、価格変動準備金 2,622百万円及び保険契約

準備金 638百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額 4,024百万円で

あります。 

当年度における法定実効税率は 28.2％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法

人税等の負担率 29.2％との間の差異の主要な内訳は、住民税均等割 1.1％であります。 

 

16．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

   当期首現在高           650百万円 

   当期契約者配当金支払額         472百万円 
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   利息による増加等           0百万円 

   契約者配当準備金繰入額      419百万円 

   当期末現在高              598百万円 

 

17．保険業法施行規則第 73条第 3項において準用する同規則第 71条第 1項に規定する再

保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 2

百万円であり、同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任

準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は 23百万円であります。 

 

18．1株当たりの純資産額は 89,236円 34銭であります。 

 

19．保険業法第 259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における

当社の今後の負担見積額は 2,067百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年

度の事業費として処理しております。 

 

20．退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。なお、

一部の従業員については退職一時金制度によっており、簡便法により退職給付引

当金 1百万円及び退職給付引当金繰入額 1百万円を計上しております。 

(2) 確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、88百万円であります。 

15 フコクしんらい生命保険株式会社



 

（損益計算書の注記） 

 

１．関係会社との取引による収益の総額は 0百万円、費用の総額は 391百万円であります。 

 

２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 704百万円であります。 

 

３．支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 2百万円、責任準備金繰入

額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 0百万円であります。 

 

４．１株当たりの当期純利益は 3,013円 53銭であります。 

 

５．関連当事者との取引は以下の通りであります。 

（単位：百万円） 

種類 会社等の

名称 

議決権等の

所有（被所

有）の割合 

関連当事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 富国生命

保険相互

会社 

被所有 

直接 89.6％ 

役員の受入 

出向者の受入

等 

増資の引受 27,783 － － 

（注）当社が行った第三者割当増資を、富国生命保険相互会社が 1株につき 90千円で引き受けた

ものであります。 
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７．経常利益等の明細（基礎利益）
（単位：百万円）

2,491 2,566 

890 704 

金銭の信託運用益 - - 

売買目的有価証券運用益 - - 

有価証券売却益 890 704 

金融派生商品収益 - - 

為替差益 - - 

その他キャピタル収益 - - 

- - 

金銭の信託運用損 - - 

売買目的有価証券運用損 - - 

有価証券売却損 - - 

有価証券評価損 - - 

金融派生商品費用 - - 

為替差損 - - 

その他キャピタル費用 - - 

890 704 

3,381 3,271 

- - 

再保険収入 - - 

危険準備金戻入額 - - 

個別貸倒引当金戻入額 - - 

その他臨時収益 - - 

87 73 

再保険料 - - 

危険準備金繰入額 87 73 

個別貸倒引当金繰入額 0 0 

特定海外債権引当勘定繰入額 - - 

貸付金償却 - - 

その他臨時費用 - - 

 △  87  △  73 

3,294 3,197 

平成２７年度 平成２８年度

基礎利益　　　　        　　　　　 Ａ

キャピタル収益

臨時費用

臨時損益　　　            　　　   Ｃ

経常利益　　      　　　　 Ａ＋Ｂ＋Ｃ

キャピタル費用

キャピタル損益　　　 　　　    　  Ｂ

キャピタル損益含み基礎利益     Ａ＋Ｂ

臨時収益
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８．株主資本等変動計算書

 平成２７年度(平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで) （単位：百万円）

繰越利益
剰余金

当期首残高 20,499 10,499 10,499 4,223 4,223 35,223 7,008 7,008 42,232 

当期変動額

　当期純利益 1,651 1,651 1,651 1,651 

　株主資本以外
　の項目の当期
　変動額(純額)

6,371 6,371 6,371 

当期変動額合計 1,651 1,651 1,651 6,371 6,371 8,023 

当期末残高 20,499 10,499 10,499 5,875 5,875 36,875 13,380 13,380 50,255 

 平成２８年度(平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで) （単位：百万円）

繰越利益
剰余金

当期首残高 20,499 10,499 10,499 5,875 5,875 36,875 13,380 13,380 50,255 

当期変動額

　新株の発行 14,999 14,999 14,999   29,999 29,999 

　当期純利益 1,709 1,709 1,709 1,709 

　株主資本以外
　の項目の当期
　変動額(純額)

 △  2,892  △  2,892  △  2,892 

当期変動額合計 14,999 14,999 14,999 1,709 1,709 31,709  △  2,892  △  2,892 28,817 

当期末残高 35,499 25,499 25,499 7,585 7,585 68,584 10,487 10,487 79,072 

純資産合計

資本金 資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金 株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

資本準備金
評価・換算
差額等合計

評価 ・ 換算差額等

純資産合計

資本金 資　本　剰　余　金 その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

株主資本合
計

評価 ・換算差額等

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

その他利益剰余金 利益剰余金
合計

利　益　剰　余　金

資本剰余金
合計

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資本準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計

資本剰余金
合計
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（株主資本等変動計算書の注記） 

 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
（単位：千株） 

 当期首 

株式数 

当期増加 

株式数 

当期減少 

株式数 

当期末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 552 333 － 886 

合計 552 333 － 886 

  （注）普通株式の発行済株式総数の増加 333千株は、第三者割当による新株の発行に

よる増加であります。 
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９．債務者区分による債権の状況
（単位：百万円、％）

平成２７年度末 平成２８年度末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 6 9

危険債権 0 -

要管理債権 - -

6 9

（ 0.20 ） （ 0.28 ）

3,416 3,426

3,423 3,435

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て

　　等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に
　　従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上延滞貸付金とは、
　　元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び２に掲げる債権
　　を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
　　支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注１及び２に
　　掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。
４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに掲げる債権

　　以外のものに区分される債権です。

１０．リスク管理債権の状況

6 9

0 -

- -

- -

合計　 6 9

（貸付残高に対する比率） （ 0.19 ） （ 0.27 ）

（注）１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

　　の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）の

　　うち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等による手続き申立てにより法的倒産となった債務者、又は

　　手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律上の手続き申

　　立てがあった債務者に対する貸付金です。

２．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

　　ことを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金です。

３．３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延しているもので、破綻

　　先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。

４．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

　　元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び

　　３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

区　　　分

小　　　　計

（対合計比）

正常債権

合　　　　計

（単位：百万円、％）

貸付条件緩和債権額　

区　　分 平成２７年度末 平成２８年度末

破綻先債権額

延滞債権額

３カ月以上延滞債権額 

20 フコクしんらい生命保険株式会社



１１．ソルベンシー・マージン比率
（単位：百万円）

36,875    68,584    

9,000    9,363    

1,981    2,054    

0    0    

16,681    13,061    

-    -    

2,385    2,561    

-    -    

-    -    

-    -    

2,319    2,970    

保険リスク相当額 Ｒ1 570    527    

第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 112    110    

予定利率リスク相当額 Ｒ2 391    389    

最低保証リスク相当額 Ｒ7 -    -    

資産運用リスク相当額 Ｒ3 19,638    20,572    

経営管理リスク相当額 Ｒ4 414    432    

（注）

１２．平成２８年度特別勘定の状況

該当ありません。

１３．保険会社及びその子会社等の状況

該当ありません。

項　　　目 平成２７年度末 平成２８年度末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 69,244    98,596    

資本金等

価格変動準備金

危険準備金

一般貸倒引当金

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益
（税効果控除前））×９０％（マイナスの場合１００％）

土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％）

全期チルメル式責任準備金相当額超過額

負債性資本調達手段等

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段
等のうち、マージンに算入されない額

控除項目

その他

リスクの合計額 （Ｂ）

上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています。

20,455    21,403    

ソルベンシー・マージン比率

677.0%    921.3%    　　　　　     （Ａ）
　　  　 （１／２）×（Ｂ）

×１００ 

4

2

732

2

81 )()( RRRRRR 

×１００ 
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